
平成25年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

大分っ子体力向上推進事

国・県支出金 市債 その他 一般

200 20,095 3経常 小学校教育振興事業
消耗品費、図書費、教
材備品、総合学習補
助金

需用費 22,491 20,295

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

事
業
概
要

○小学校教育振興事業・・・小学校教育振興のための総務事業　　　　　　［対象：市内全小学校］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①消耗品費、②教材備品・図書費、③補助金

○大分っ子体力向上推進事業・・・体育専科教員を中心に体育環境の整備や体育授業の充実を行い、子どもの体力向上や望ましい
                                           生活習慣の確立を図った。また、近隣校へ出向き、指導を実施した。　［事業推進校:三重第一小学校］
                                            ①旅費、②消耗品費

○理科教育設備整備事業・・・　国庫補助事業を活用し、各学校が必要な理科教育備品を整備した。
　

課　名 学校教育課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

たくましく感性豊かな児童の育成や小学校における教育活動の充実及び教育の振興を図る
対
象

市内公立小学校児童

10 2 2 284 頁 小学校教育振興費 小学校教育振興事業

計 25,547 23,038 1,503 0 200 21,335

1,143 1,239 2臨時 理科教育設備整備事業 教材備品 備品購入費 2,695 2,382

1 3臨時
大分っ子体力向上推進事
業

消耗品費、旅費 需用費 361 361 360
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２３～Ｈ２５（決算額）、Ｈ２６（予算現額）

理由

県　　費 225 225 360 360
学習指導要領に基づく指導を
実施するための予算であり必市　　債

財
源

国　　費 1,143

23,038 20,688
増額

うち経常経費 36,469 19,299 20,095 20,127

学校支援センター機能を活用し、複数年計画をもとに一括購入・共同
購入を実施する。

決 算 額 （千円）
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 方向性

36,694 19,710

対応（改善点等） － － －

６．Ｈ２７年度予算の方向性

ｄ
－ － －

－ －

教育課程実施に必要な備品購入に多額の予算が必要となる。
－ － －

課題
c

－

a 図書購入 千円
4,325

－

－ －

－ － －

－ －

b
－

単位 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

教育活動の充実
- -

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 活動指標名

千円 4,294 千円 4,301 千円

- - -

-

ｃ ｄ

数値 目標 － 目標

－

活
動
指
標

指標 a 図書購入 ｂ

成
果
指
標

指標名 教育活動の充実 目
標
年
度

Ｈ27

指標の設定理由

豊かな心や感性豊かな子どもの育成のため、教育活動の充実をはかる
数値

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

0.50

着眼点 分析 分析根拠

継続 引き続き経費削減に努めるとともに、適切な事業実施に努めること。

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
限られた予算の中で成果を上げてい
る。

事業の方向性 評価内容

2,397 2,218

一般財源 36,469 19,299 21,335 20,128

うち経常 36,469 19,299 20,095 20,127

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 1 小学校に限定される。

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 手段は妥当である。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
学習指導要領に基づく事業や、基礎
学力、基礎体力、豊かな人間性を育
てる事業は必要。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
法令等により、市が実施主体であるこ
とが定められている。

事業費に係る人役 0.65 0.35 0.55

そ の 他 186 200 200

実施するための予算であり必
要であるが、精査は必要であ
る.。
Ｈ27年度は小学校の教科用図
書が採択替えとなるのに伴い、
指導書の購入が必要となるた
め増額となる。

市　　債源
内
訳

事業費に係る人件費 2,795 1,503
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